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東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力 
発電所原子炉施設保安規定の変更に関する審査結果 

 

原 規 規 発 第 ２ ０ １ ０ ３ ０ ５ 号 

令 和 ２ 年 １ ０ 月 ３ ０ 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

Ⅰ．審査結果 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、平成２５年９月２７日付

け原管発官２５第２４５号（令和２年３月３０日付け原管発官Ｒ１第１５４号、令和２年

１０月１６日付け原管発官Ｒ２第１７３号及び令和２年１０月２６日付け原管発官Ｒ２

第１８６号をもって一部補正）をもって、東京電力ホールディングス株式会社（以下「申

請者」という。）から、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２

年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第４３条の３の２４第１項の規定

に基づき申請された柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定（以下「柏崎刈羽保安規定」

という。）変更認可申請書が、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第１号に定める

発電用原子炉の設置又は変更の許可を受けたところによるものでないことに該当するか

どうか、同項第２号に定める核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発

電用原子炉による災害の防止上十分でないものであることに該当するかどうかについて

審査した。 

審査の結果、本申請は、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項各号のいずれにも該

当しないと認められる。 

具体的な審査の内容等については以下のとおり。 

 

Ⅱ．申請の概要 

申請者が提出した柏崎刈羽保安規定変更認可申請書によれば、変更の概要は以下のとお

りである。 

１．原子力規制委員会設置法の一部施行に伴う変更（新規制基準の施行に伴う変更） 

原子力規制委員会設置法（平成２４年法律第４７号）の一部施行に伴い、関係規則の

整備等が行われ、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業

省令第７７号。以下「実用炉規則」という。）等が改正されたことから、新規条文を追

加し、関連条文を変更する。 

 

２．実用炉規則の改正に伴う変更（火山影響等発生時の体制の整備に係る変更） 

平成２９年１２月１４日に施行された実用炉規則により、火山影響等発生時の体制の

整備が新たに求められたことから、新規条文を追加する。 
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３．実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の改

正に伴う変更（有毒ガス発生時の体制の整備に係る変更） 

平成２９年５月１日に施行された実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第５号）等により、原子

力発電所における中央制御室の運転員等に対する有毒ガス防護が求められたことから、

新規条文を追加し、及び関連条文を変更する。 

 

４．原子力規制委員会への回答文書の反映に伴う変更 

申請者が、平成２９年８月２５日、原子力規制委員会に提出した回答文書の内容を保

安規定に反映するため関連条文を変更し、及び別添を追加する。 

 

Ⅲ．審査の内容 

Ⅲ－１．原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第１号 

規制庁は、本申請について、以下に掲げる事項等を確認し、及びⅢ－３に係る事項に

ついて確認したことから、発電用原子炉の設置又は変更の許可を受けたところによるも

のでないことに該当しないと判断した。 

１．原子力規制委員会設置法の一部施行に伴う変更（新規制基準の施行に伴う変更） 

① 品質マネジメントシステム（以下「ＱＭＳ」という。）について、保安規定に定

めるＱＭＳが、発電用原子炉の設置又は変更の許可を受けた発電用原子炉施設の

保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項の内容等と

整合していること 

② 体制及び評価について、保安規定に定める保安に関する組織及び職務等が、発電

用原子炉の設置又は変更の許可を受けた発電用原子炉施設の保安のための業務

に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項の内容等と整合していること 

③ 運転管理について、保安規定に定める運転上の制限、重大事故等発生時の体制の

整備等が、発電用原子炉の設置又は変更の許可を受けた発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の内容、発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の

事故が発生した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制の

整備に関する事項の内容等と整合していること 

④ 燃料管理について、保安規定に定める使用済燃料の貯蔵等が、発電用原子炉の設

置又は変更の許可を受けた発電用原子炉施設の位置、構造及び設備の内容等と整

合していること 

⑤ 施設管理について、保安規定に定める施設管理計画等が、発電用原子炉の設置又

は変更の許可を受けた発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に

必要な体制の整備に関する事項の内容等と整合していること 

⑥ 緊急時の措置について、保安規定に定める緊急作業従事者の選定等が、発電用原

子炉の設置又は変更の許可を受けた発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の

事故が発生した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制の
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整備に関する事項の内容等と整合していること 

⑦ 保安教育について、保安規定に定める所員への保安教育等が、発電用原子炉の設

置又は変更の許可を受けた発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発

生した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関

する事項の内容等と整合していること 

 

２．実用炉規則の改正に伴う変更（火山影響等発生時の体制の整備に係る変更） 

① 保安規定に定める火山影響等発生時の体制の整備等が、発電用原子炉の設置又は

変更の許可を受けた発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の内容

等と整合していること 

 

３．実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の

改正に伴う変更（有毒ガス発生時の体制の整備に係る変更） 

① 保安規定に定める有毒ガス発生時の体制の整備等が、発電用原子炉の設置又は変

更の許可を受けた発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の内容等

と整合していること 

 

Ⅲ－２．原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第２号 

規制庁は、本申請について、以下に掲げる事項等を確認し、及びⅢ－３に係る事項に

ついて確認したことから、災害の防止上十分でないものであることに該当しないと判断

した。 

なお、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第２号に定める「核燃料物質若しく

は核燃料物質によつて汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上十分でない

ものであること」に該当するかどうかについては、実用発電用原子炉及びその附属施設

における発電用原子炉施設保安規定の審査基準（原規技発第１３０６１９８号（平成２

５年６月１９日原子力規制委員会決定。以下「保安規定審査基準」という。）を基に判

断した。 

また、ここで用いる号番号は、特に断りのない限り実用炉規則第９２条第１項各号を

表している。 

 

１．原子力規制委員会設置法の一部施行に伴う変更（新規制基準の施行に伴う変更） 

（１）第２号（ＱＭＳ） 

第２号について、保安規定審査基準は、要領書、手順書その他保安に関する文書

について、これらを遵守するために、重要度等に応じて、保安規定及びその２次文

書、３次文書等といったＱＭＳに係る文書の階層的な体系における位置付けが明確

にされていること等を求めている。 

規制庁は、運転管理基本マニュアルの下に位置付けていた原子力災害対策マニュ

アルを新たに原子力災害対策基本マニュアルとして位置付けた上で、当該マニュア
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ルに重大事故等発生時の体制の整備に係る事項等を追加していることを確認した

ことから、第２号に関する保安規定審査基準を満足していると判断した。 

 

（２）第３号（発電用原子炉施設の運転及び管理を行う者の職務及び組織） 

第３号について、保安規定審査基準は、本店等及び工場又は事業所における発電

用原子炉施設に係る保安のために講ずべき措置に必要な組織及び各職位の職務内

容が定められていることを求めている。 

規制庁は、重大事故等発生時及び大規模損壊発生時の体制の整備に関する業務を

行うことが、当該業務に関係する職位の職務として定められていることを確認した

ことから、第３号に関する保安規定審査基準を満足していると判断した。 

 

（３）第４号（発電用原子炉主任技術者の職務の範囲等） 

第４号について、保安規定審査基準は、発電用原子炉主任技術者（以下「原子炉

主任技術者」という。）の選任について定められていること、職務範囲及びその内

容について適切に定められ、必要な権限等が定められていること等を求めている。 

規制庁は、原子炉主任技術者について、以下に掲げる事項等を確認したことから、

第４号に関する保安規定審査基準を満足していると判断した。 

① 原子炉主任技術者の選任について、原子炉主任技術者が早期に非常招集が可

能なエリア外に離れる場合を含め職務を遂行できない場合は代行者と交代

することが定められていること 

② 原子炉主任技術者は、保安上必要な場合において、所長を含め運転に従事す

る者へ指示することが定められていること 

③ 原子炉主任技術者の職務等として、運転員等の確保、重大事故等発生時及び

大規模損壊発生時の体制の整備に係る事項を所長の承認に先立ち確認する

こと 

 

（４）第７号（保安教育） 

第７号について、保安規定審査基準は、保安教育実施方針が定められ、当該実施

方針に基づき保安教育実施計画を定めること等を求めている。 

規制庁は、保安教育について、以下に掲げる事項等を確認したことから、第７号

に関する保安規定審査基準を満足していると判断した。 

① 所員への保安教育について、保安教育の内容として重大事故等発生時及び大

規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動に関するこ

と等が定められるとともに、それらの対象者及び教育時間が定められている

こと 

② 火災、重大事故等発生時及び大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の

保全のための活動に関する業務の補助を請負会社に行わせる場合は、当該業

務に従事する請負会社従業員に対し、所員への保安教育実施方針に準じる保
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安教育の実施計画を定めるとしていること 

 

（５）第８号イからハまで（発電用原子炉施設の運転に関する体制、確認すべき事項、

異状があった場合の措置等） 

第８号イからハまでについて、保安規定審査基準は、発電用原子炉の運転に必要

な運転員の確保について定められていること、発電用原子炉施設の運転管理に係る

組織内規程類を作成することが定められていること、発電用原子炉の起動その他の

発電用原子炉の運転に当たって確認すべき事項が定められていること、地震、火災、

有毒ガス（予期せず発生するものを含む。）等の発生時に講ずべき措置について定

められていること、サーベイランス（安全機能を有する系統及び機器、重大事故等

対処設備等について運転状態に対応した運転上の制限（以下「ＬＣＯ」という。）

を逸脱していないことの確認をいう。）の実施方法について、確認する機能が必要

となる事故時等の条件で必要な性能が発揮できるかどうかを確認（以下「実条件性

能確認」という。）するために十分な方法が定められていること、ＬＣＯを逸脱し

た場合に要求される措置及び要求される措置の完了時間（以下「ＡＯＴ」という。）

が定められていること、緊急遮断等の異常発生時等の基本的対応事項等について定

められていること等を求めている。 

規制庁は、以下に掲げる事項等を確認したことから、第８号イからハまでに関す

る保安規定審査基準を満足していると判断した。 

① 運転員等の確保について、重大事故等の対応のための力量を有する者を確保

するとともに、重大事故等対応を行う要員として必要人数を常時確保するこ

とが定められていること、運転員、緊急時対策要員及び自衛消防隊に欠員が

生じた場合は速やかに補充を行うこと、補充の見込みが立たないと判断した

場合には、速やかに原子炉停止等の措置を実施すること等が定められている

こと 

② 誤操作の防止に関する事項並びに火災、内部溢水、その他自然災害（以下「火

災等」という。）、重大事故等及び大規模損壊発生時の体制の整備に係る運転

管理に関する事項のマニュアルを作成することが定められていること 

③ 可搬設備の運転に必要な事項が運転管理業務として定められていること 

④ 火災等発生時に講ずべき措置として、以下の事項が定められていること 

a． 発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置、教

育訓練及び資機材の配備を含む計画を策定すること 

b． 発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制及び手順

を整備すること 

c． 上記の事項について、定期的に評価を行い、評価結果に基づき必要な措置

を講じること 

d． 火災等の影響により、発電用原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能

性があると判断した場合は、必要に応じて原子炉停止等の措置について協
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議すること 

⑤ 重大事故等対処設備に関するＬＣＯ等の設定について、以下の事項が定めら

れていること 

a． 許可を受けたところによる安全解析の前提条件又はその他の設計条件を

満足するＬＣＯに関すること 

b． ＬＣＯの確認に当たって、実条件性能確認を行うために十分な方法（事故

時等の条件を模擬できない場合等においては、実条件性能確認に相当する

方法であることを検証した代替の方法を含む。）により行うこと 

c． ＬＣＯを満足していない場合に運転状態に応じて代替機能を有する設備

の健全性を確認する等の要求される措置及びＡＯＴに関すること 

d． 要求される措置をＡＯＴ内で達成できない場合における動作要求のない

運転状態への移行や原子炉を停止する等の措置に関すること 

⑥ 異常時の措置として、重大事故等の発生及び拡大防止に必要な措置の対応手

順等を考慮し、原子炉がスクラムした場合の運転操作基準が定められている

こと 

 

（６）第８号ホ（発電用原子炉施設の運転の安全審査） 

第８号について、保安規定審査基準は、発電用原子炉施設の保安に関する重要事

項等を審議する委員会の審議事項が定められていること等を求めている。 

規制庁は、発電所の保安運営に関する重要事項を審議する委員会である原子力発

電保安運営委員会の審議事項として、誤操作の防止に関する事項、火災等の体制の

整備に関する事項並びに重大事故等及び大規模損壊発生時の体制の整備に関する

事項が定められていることを確認したことから、第８号ホに関する保安規定審査基

準を満足していると判断した。 

 

（７）第１２号（放射線測定器の管理及び放射線の測定の方法） 

第１２号について、保安規定審査基準は、放射線測定器の種類、所管箇所、数量

及び機能の維持の方法並びにその使用方法が定められていることを求めている。 

規制庁は、重大事故等対処設備の監視設備である放射線計測器類について、必要

な数量を定め、定期的に点検を実施し、機能維持を図ることが定められていること

を確認したことから、第１２号に関する保安規定審査基準を満足していると判断し

た。 

 

（８）第１３号（核燃料物質の受払い、運搬、貯蔵等） 

第１３号について、保安規定審査基準は、新燃料及び使用済燃料の運搬及び貯蔵

に際して、保安のために講ずべき措置を講ずること、貯蔵施設における貯蔵の条件

等が定められていること等を求めている。 

規制庁は、以下に掲げる事項を確認したことから、第１３号に関する保安規定審
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査基準を満足していると判断した。 

① 原子炉に全ての燃料が装荷されている状態で、使用済燃料プールに１炉心以

上の使用済燃料貯蔵ラックの空き容量を確保することが定められているこ

と 

② 使用済燃料プール周辺に設置する設備について、使用済燃料プールに影響を

及ぼす落下物となる可能性が考えられる場合は、落下を防止する措置を講じ

ることが定められていること 

③ 原子炉建屋クレーンにより使用済燃料輸送容器を使用済燃料プール上で取

り扱う場合は、キャスクピットゲートを閉止すること及び使用済燃料輸送容

器の移動範囲や移動速度を制限することが定められていること 

 

（９）第１６号（設計想定事象等に係る発電用原子炉施設の保全に関する措置） 

第１６号について、保安規定審査基準は、許可を受けたところによる基本設計な

いしは基本的設計方針に則した対策が機能するよう、想定する事象に応じて、次に

掲げる措置を講ずること等が定められていることを求めている。 

① 発電用原子炉施設の必要な機能を維持するための活動に関する計画（火災、

重大事故等及び大規模損壊に係る事項を含む）を策定し、要員を配置すると

ともに、計画に従って必要な活動を行わせること 

② 必要な機能を維持するための活動を行う要員に対する教育及び訓練に関す

ること、特に重大事故等又は大規模損壊の発生時における発電用原子炉施設

の必要な機能を維持するための活動を行う要員に対する教育及び訓練につ

いては、それぞれ毎年１回以上定期に実施すること及び重大事故等対処施設

の使用を開始するに当たって必要な教育及び訓練をあらかじめ実施するこ

と 

③ 必要な機能を維持するための活動を行うために必要な資機材を備え付ける

こと 

規制庁は、以下に掲げる事項を確認したことから、第１６号に関する保安規定審

査基準を満足していると判断した。 

① 火災発生時の体制の整備について、発電用原子炉施設の必要な機能を維持す

るための活動として、以下の事項が定められていること 

a． 通報設備の設置、要員の配置、教育訓練の実施、資機材の配備及び手順書

の整備を含む火災防護計画を策定し、同計画に基づき必要な体制及び手順

の整備を実施すること 

b． 可燃物の管理について、持込可燃物の総発熱量の管理及び屋外の火災区域

には可燃物を置かない管理を実施すること 

c． 消防吏員への通報について、中央制御室から消防機関へ通報するための専

用回線を使用した通報設備を設置すること 

d． 要員の配置について、火災予防活動に関する要員を置くこと、運転員及び
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消防車隊による消火要員を発電所に常駐させること並びに自衛消防組織

を設置すること 

e． 手順書の整備について、火災発生現場の確認及び中央制御室への連絡並び

に消火器、消火栓等を用いた消火活動を実施することをマニュアルに定め

ること 

f． 要員に対する教育及び訓練について、要員に応じて火災防護教育、総合訓

練等の教育訓練を定期的に実施すること 

g． 資機材の配備について、化学消防自動車、泡消火薬剤等の消火活動のため

に必要な資機材を配備すること 

h． その他必要な体制の整備について、火災防護に必要な設備の要求性能を維

持するため施設管理計画に基づく施設管理、点検及び必要に応じた補修、

定期的な内部火災及び外部火災の影響評価の評価条件の変更の要否確認

を行うこと 

i． 火災防護計画に基づく活動の実施結果を取りまとめ、１年に１回以上定期

的に評価するとともに、評価結果に基づき必要に応じた火災防護計画の見

直しを行うこと 

② 重大事故等発生時の体制の整備について、発電用原子炉施設の必要な機能を

維持するための活動として、以下の事項が定められていること 

a． 体制の整備、教育訓練の実施、資機材の配備、アクセスルートの確保並び

に復旧作業及び支援を含む計画を策定し、同計画に基づき必要な体制の整

備を実施すること 

b． 要員の配置について、発電所及び本社それぞれにおいて役割分担及び責任

者を定め体制を確立すること、複数号炉の同時被災に対応できる体制とす

ること、中長期的な対応が必要になる場合の社内外の関係各所と連携した

体制を整備すること及び他の原子力事業者等から技術的な支援が受けら

れる体制を整備すること 

c． 手順書の整備について、炉心の著しい損傷を防止するための対策、原子炉

格納容器の破損を防止するための対策、使用済燃料プールに貯蔵する燃料

体の著しい損傷を防止するための対策及び原子炉停止時の燃料体の著し

い損傷を防止するための対策を含む重大事故等の発生及び拡大の防止に

必要な措置の運用手順等を整備し、要員にこれらの手順を遵守させること 

d． 要員に対する教育及び訓練について、重大事故等対処設備を設置又は改造

する場合は力量付与のための教育訓練を重大事故等対処設備に係る運転

上の制限が適用開始される日（使用前事業者検査終了日等）までに実施す

ること、力量の維持向上のための役割に応じた教育訓練を年１回以上実施

すること並びに中央制御室主体の操作及び現場主体の操作に係る成立性

の確認訓練をそれぞれ年１回以上実施すること 

e． 資機材の配備について、重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置、ア
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クセスルートの確保、復旧作業及び支援等の発電用原子炉施設の保全のた

めに必要な資機材を配備すること 

f． 通常時に使用する系統からの切替えの容易性を考慮した手順を定めるこ

と、アクセスルートの確保として発電所内の道路及び通路が確保できるよ

う実効性のある運用管理を実施すること、予備品、燃料等について支援を

受けられる体制を確立すること並びに財産（設備等）保護よりも安全を優

先することを方針とすること 

g． 重大事故等対策に係る活動の実施結果を取りまとめ、１年に１回以上定期

的に評価を行うとともに、評価結果に基づき必要に応じて計画の見直しを

行うこと 

③ 大規模損壊発生時の体制の整備について、発電用原子炉施設の必要な機能を

維持するための活動として、以下の事項が定められていること 

a． 体制の整備、要員への教育訓練並びに設備及び資機材の配備を含む計画を

策定し、同計画に基づき必要な体制の整備を実施すること 

b． 通常の原子力防災体制での指揮命令系統が機能しない状況においても、発

電所構内に勤務している要員により指揮命令系統を確立できるようにす

ること 

c． 大規模損壊発生時に活動を行うために必要な手順書の整備について、大規

模な火災が発生した場合における消火活動、炉心の著しい損傷を緩和する

ための対策、原子炉格納容器の破損を緩和するための対策、使用済燃料プ

ールの水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するた

めの対策並びに放射性物質の放出を低減するための対策に必要な手順を

整備し、要員にこれらの手順を遵守させること 

d． 要員に対する教育及び訓練について、要員の役割に応じて付与される力量

に加え、要員の多能化を含む力量付与のための教育訓練を実施すること並

びに力量の維持向上のための教育訓練及び技術的能力の確認訓練をそれ

ぞれ年１回以上実施すること 

e． 設備及び資機材の配備について、可搬型重大事故等対処設備は同等の機能

を有する設計基準事故対処設備及び常設重大事故等対処設備と同時に機

能喪失することのないよう外部事象の影響を受けにくい場所に保管する

こと並びに資機材は、高線量の環境、大規模な火災の発生及び一定期間外

部支援が受けられない状況を想定し配備すること 

f． 大規模損壊対応に係る活動の実施結果を取りまとめ、１年に１回以上定期

的に評価を行うとともに、評価結果に基づき必要に応じて計画の見直しを

行うこと 

④ 上記の他、内部溢水、地震、津波、竜巻等の想定する事象に応じて、計画の

策定、要員の配置、資機材の配備等が定められていること 
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（１０）第１８号（発電用原子炉の施設管理） 

第１８号について、保安規定審査基準は、施設管理方針、施設管理目標及び施設

管理実施計画の策定並びにこれらの評価及び改善について、「原子力事業者等にお

ける使用前事業者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイド」

（原規規発第１９１２２５７号－７（令和元年１２月２５日原子力規制委員会決

定）。以下「保安措置等ガイド」という。）を参考として定められていること等を求

めている。 

規制庁は、保安措置等ガイドを踏まえて定めた施設管理計画において、保全対象

範囲の策定、施設管理の重要度の設定、保全活動管理指標の設定等に重大事故等対

処設備等が位置付けられていることを確認したことから、第１８号に関する保安規

定審査基準を満足していると判断した。 

 

２．実用炉規則の改正に伴う変更（火山影響等発生時の体制の整備に係る変更） 

（１）第２号（ＱＭＳ） 

第２号について、保安規定審査基準は、要領書、手順書その他保安に関する文書

について、これらを遵守するために、重要度等に応じて、保安規定及びその２次文

書、３次文書等といったＱＭＳに係る文書の階層的な体系における位置付けが明確

にされていること等を求めている。 

規制庁は、火山影響等発生時の対応等に関する運用管理に係る事項を含む社内規

程について、重要度等に応じて位置付けが明確に定められていることを確認したこ

とから、第２号に関する保安規定審査基準を満足していると判断した。 

 

（２）第３号（発電用原子炉施設の運転及び管理を行う者の職務及び組織） 

第３号について、保安規定審査基準は、本店等及び工場又は事業所における発電

用原子炉施設に係る保安のために講ずべき措置に必要な組織及び各職位の職務内

容が定められていることを求めている。 

規制庁は、火山影響等発生時の体制の整備に関する業務を行うことが、当該業務

に関係する職位の職務として定められていることを確認したことから、第３号に関

する保安規定審査基準を満足していると判断した。 

 

（３）第４号（原子炉主任技術者の職務の範囲等） 

第４号について、保安規定審査基準は、原子炉主任技術者の選任について定めら

れていること、職務範囲及びその内容について適切に定められていること等を求め

ている。 

規制庁は、原子炉主任技術者の職務として火山影響等発生時に講じた措置の結果

を各職位から報告を受け確認することが定められていることを確認したことから、

第４号に関する保安規定審査基準を満足していると判断した。 
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（４）第７号（保安教育） 

第７号について、保安規定審査基準は、保安教育実施方針が定められ、当該実施

方針に基づき保安教育実施計画を定めること等を求めている。 

規制庁は、火山影響等発生時の措置に関する教育について、対象者及び教育時間

を含め保安教育実施方針が定められていることを確認したことから、第７号に関す

る保安規定審査基準を満足していると判断した。 

 

（５）第８号イからハまで（発電用原子炉施設の運転に関する体制、確認すべき事項、

異状があった場合の措置等） 

第８号イからハまでについて、保安規定審査基準は、発電用原子炉施設の運転管

理に係る組織内規程類を作成することが定められていること、地震、火災、有毒ガ

ス（予期せず発生するものを含む。）等の発生時に講ずべき措置について定められ

ていること等を求めている。 

規制庁は、以下に掲げる事項を確認したことから、第８号イからハまでに関する

保安規定審査基準を満足していると判断した。 

① 火山影響等発生時の体制の整備に係る運転管理に関するマニュアルを作成

することが定められていること 

② 火山影響等発生時に講ずべき措置として、以下の事項が定められていること 

a． 発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置、教

育訓練及び資機材の配備を含む計画を策定し、実施すること 

b． 上記の事項について、定期的に評価を行い、評価結果に基づき必要な措置

を講じること 

c． 火山現象の影響により、発電用原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可

能性があると判断した場合は、必要に応じて原子炉停止等の措置について

協議すること 

 

（６）第８号ホ（発電用原子炉施設の運転の安全審査） 

第８号ホについて、保安規定審査基準は、発電用原子炉施設の保安に関する重要

事項等を審議する委員会の審議事項が定められていること等を求めている。 

規制庁は、発電所の保安運営に関する重要事項を審議する委員会である原子力発

電保安運営委員会の審議事項として、火山影響等発生時の体制の整備に関する事項

が定められていることを確認したことから、第８号ホに関する保安規定審査基準を

満足していると判断した。 

 

（７）第１６号（設計想定事象等に係る発電用原子炉施設の保全に関する措置） 

第１６号について、保安規定審査基準は、許可を受けたところによる基本設計な

いしは基本的設計方針に則した対策が機能するよう、想定する事象に応じて、次に

掲げる措置を講ずること等が定められていることを求めている。 
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① 発電用原子炉施設の必要な機能を維持するための活動に関する計画（火山影

響等発生時に係る事項を含む）を策定し、要員を配置するとともに、計画に

従って必要な活動を行わせること 

② 必要な機能を維持するための活動を行う要員に対する教育及び訓練に関す

ること 

③ 必要な機能を維持するための活動を行うために必要な資機材を備え付ける

こと 

規制庁は、申請者が外気取入口から侵入する火山灰の想定として、原子力発電所

の火山影響評価ガイド（原規技発第１３０６１９１０号（平成２５年６月１９日原

子力規制委員会決定））を踏まえ、原子力発電所の敷地において運用期間中に想定

される降下火砕物が２４時間に堆積したと仮定して求めた気中降下火砕物濃度に

対する発電用原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として以下に掲げ

る事項を確認したことから、第１６号に関する保安規定審査基準を満足していると

判断した。 

① 火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うた

め、発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置、

当該要員に対する教育訓練及び資機材の配備を含む計画を策定し、同計画に

基づき必要な体制及び手順の整備を実施することが定められていること 

② 火山影響等発生時の対応に関する教育訓練として、対象者に応じて、運用管

理に関する事項、運転操作等に係る手順に関する事項、施設管理及び点検に

関する事項並びに非常用ディーゼル発電機の機能維持に関する事項を実施

することが定められていること 

③ 火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うた

め、屋外作業時に使用する防護具、フィルタ等の資機材を配備することが定

められていること 

④ 火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うた

めに必要なマニュアルの整備について、以下の手順等を定め、遵守させるこ

とが定められていること 

a． 非常用交流動力電源設備の機能を維持するための対策として、非常用ディ

ーゼル発電機への改良型フィルタの取り付けを行い、非常用ディーゼル発

電機の機能を維持すること 

b． 炉心を冷却するために必要な設備の機能を維持するための対策として、高

圧代替注水系により炉心の冷却機能を維持すること 

c． 交流動力電源が喪失した場合における炉心の著しい損傷を防止するため

の対策として、原子炉隔離時冷却系により炉心の著しい損傷を防止するこ

と 

d． その他必要な体制の整備として、緊急時対策所の居住性の確保、通信連絡

設備の機能の確保、降下火砕物の侵入防止及び除去作業、降灰時の発電用
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原子炉施設への影響確認、施設管理及び点検等を実施すること 

⑤ 発電用原子炉施設の災害を未然に防止するための措置として、原子炉停止の

判断基準が定められていること 

⑥ 火山影響等発生時におけるそれぞれの措置の内容について、定期的に評価を

行うとともに、評価の結果を踏まえて必要な措置を実施すること及び火山現

象に係る新たな知見等の収集、反映等を実施することが定められていること 

 

３．実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の

改正に伴う変更（有毒ガス発生時の体制の整備に係る変更） 

（１）第２号（ＱＭＳ） 

第２号について、保安規定審査基準は、要領書、手順書その他保安に関する文書

について、これらを遵守するために、重要度等に応じて、保安規定及びその２次文

書、３次文書等といったＱＭＳに係る文書の階層的な体系における位置付けが明確

にされていることを求めている。 

規制庁は、有毒ガス発生時の対応等に関する運用管理に係る事項を含む社内規程

について重要度等に応じて位置付けが明確に定められていることを確認したこと

から、第２号に関する保安規定審査基準を満足していると判断した。 

 

（２）第３号（発電用原子炉施設の運転及び管理を行う者の職務及び組織） 

第３号について、保安規定審査基準は、本店等及び工場又は事業所における発電

用原子炉施設に係る保安のために講ずべき措置に必要な組織及び各職位の職務内

容が定められていることを求めている。 

規制庁は、有毒ガス発生時の対応等を踏まえ各実施者の保安に関する職務が定め

られていることを確認したことから、第３号に関する保安規定審査基準を満足して

いると判断した。 

 

（３）第４号（発電用原子炉主任技術者の職務の範囲等） 

第４号について、保安規定審査基準は、原子炉主任技術者の選任について定めら

れていること、職務範囲及びその内容について適切に定められていること等を求め

ている。 

規制庁は、原子炉主任技術者の職務として有毒ガス発生時に講じた措置の結果を

各職位から報告を受け確認することが定められていることを確認したことから、第

４号に関する保安規定審査基準を満足していると判断した。 

 

（４）第７号（保安教育） 

第７号について、保安規定審査基準は、保安教育実施方針が定められ、当該実施

方針に基づき保安教育実施計画を定めること等を求めている。 

規制庁は、有毒ガス発生時の措置に関する教育について、対象者及び教育時間を
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含め保安教育実施方針が定められていることを確認したことから、第７号に関する

保安規定審査基準を満足していると判断した。 

 

（５）第８号イからハまで（発電用原子炉施設の運転に関する体制、確認すべき事項、

異状があった場合の措置等） 

第８号イからハまでについて、保安規定審査基準は、発電用原子炉施設の運転管

理に係る組織内規程類を作成することが定められていること、地震、火災、有毒ガ

ス（予期せず発生するものを含む。）等の発生時に講ずべき措置について定められ

ていること等を求めている。 

規制庁は、以下に掲げる事項を確認したことから、第８号イからハまでに関する

保安規定審査基準を満足していると判断した。 

① 有毒ガス発生時の体制の整備に係る運転管理に関するマニュアルを作成す

ることが定められていること 

② 有毒ガス発生時に講ずべき措置として、以下の事項が定められていること 

a． 運転・対処要員の防護のための要員の配置、教育訓練及び資機材の配備を

含む計画を策定し、実施すること 

b． 上記の事項について、定期的に評価を行い、評価結果に基づき必要な措置

を講じること 

c． 有毒ガスの影響により、発電用原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可

能性があると判断した場合は、必要に応じて原子炉停止等の措置について

協議すること 

 

（６）第８号ホ（発電用原子炉施設の運転の安全審査） 

第８号ホについて、保安規定審査基準は、発電用原子炉施設の保安に関する重要

事項等を審議する委員会の審議事項が定められていること等を求めている。 

規制庁は、発電所の保安運営に関する重要事項を審議する委員会である原子力発

電保安運営委員会の審議事項に、有毒ガス発生時の体制の整備に関する事項が定め

られていることを確認したことから、第８号ホに関する保安規定審査基準を満足し

ていると判断した。 

 

（７）第１６号（設計想定事象等に係る発電用原子炉施設の保全に関する措置） 

第１６号について、保安規定審査基準は、発電用原子炉施設の必要な機能を維持

するための活動に関する計画として、重大事故等に係る事項に関して、発生する有

毒ガスからの運転員等の防護に関することが定められていることを求めている。 

規制庁は、重大事故等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行

うために、有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護に関することをマニュア

ルに定めるとしていることを確認したことから、第１６号に関する保安規定審査基

準を満足していると判断した。 
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Ⅲ－３．原子力規制委員会への回答文書の反映に伴う変更 

原子力規制委員会は、新規制基準適合性に係る原子炉設置変更許可（平成２９年１２

月２７日許可）の際に、申請者が福島第一原子力発電所事故を起こした当事者であるこ

とを踏まえ、原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第２号及び第３号に定める技術的

能力の審査の一環として行った原子炉設置者としての適格性の審査の過程において、申

請者が示した回答文書（「本年７月１０日の原子力規制委員会との意見交換に関する回

答」（２０１７年８月２５日東京電力ホールディングス株式会社））、原子力規制委員会

での議論（平成２９年度第３３回原子力規制委員会（平成２９年８月３０日））等にお

いて確約した取組（以下「７つの約束等」という。）について、将来にわたる履行の確

保の観点から、保安規定に定めることを求めた。こうした経緯を踏まえ、これが的確に

反映されたものであるかについて審査した。 

規制庁は、本審査において、令和２年５月２８日、８月２６日及び９月２３日の原子

力規制委員会の議論も踏まえ、以下の事項を確認した。 

① ７つの約束等を遵守することが保安規定の基本方針として定められていること 

② 原子力規制委員会の示した基本的考え方の内容と申請者が示した回答文書の内

容及び原子力規制委員会での議論の内容を整理し、これらを網羅した「原子力事

業者としての基本姿勢」を定め、この基本姿勢にのっとり保安活動を実施すると

していること 

③ ②を実施するため、「原子力事業者としての基本姿勢」をＱＭＳに位置付け、個々

の保安活動に展開するとしていること 

④ 特にリスクへの取組として、不確実・未確定なものも含め安全上重要なリスク情

報を速やかに社長に報告し、必要に応じた措置を実施するとともに、その対応状

況について組織の外部へ速やかかつ確実に提供することが定められていること 

規制庁は、以上のことから、７つの約束等に関する変更について、新規制基準適合性

に係る原子炉設置変更許可の際の議論を的確に反映したものであり、発電用原子炉の設

置又は変更の許可を受けたところによるものでないことに該当せず、かつ、災害の防止

上十分でないものであることに該当しないと判断した。 


